
 1

平成 26 年 4 月 10 日  

各 位 

会 社 名 日本アジア投資株式会社

代表者の役職名 代表取締役  細 窪  政

（ コ ー ド 番 号  8 5 1 8  東 証 一 部 ）

問 い 合 せ 先 常務取締役 下村 哲朗

T E L 0 3 （ 3 2 5 9 ） 8 5 1 8

 

 

政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司の株式譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26 年 4 月 10 日開催の取締役会において、以下のとおり、子会社である政投銀日亜投資

諮詢（北京）有限公司（以下「DJIC」という）の当社保有株式全てを、株式会社日本政策投資銀行（以

下「DBJ」という）に譲渡することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

1． 株式譲渡の理由 

 DJIC は、当社と DBJ が設立した合弁会社であり、主として DBJ 向けに中国国内の投資機会情報等を提

供するコンサルティング業務を行っております。 

今般、DJIC の将来の成長戦略を DBJ と協議した結果、DJIC を DBJ の 100％子会社として投融資関連コ

ンサルティング業務等へその業務範囲を拡大することが有力な策との結論に至り、当社の保有する全株

式を DBJ に譲渡することといたしました。 

   

2． 譲渡する子会社の概要 

（1） 名 称 政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司 

（2） 所 在 地 北京市朝陽区建国路 81 号華貿中心 2 号楼 10 層 3 号 

（3） 代表者の役職・氏名 董事長 永島 一広 

（4） 事 業 内 容 中国国内における投資機会情報等を提供するコンサルティング業務 

（5） 資 本 金 60 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 平成 23 年 9 月 30 日 

（7） 大 株 主 及 び

議 決 権 所 有 割 合

日本アジア投資株式会社    51.0％ 

株式会社日本政策投資銀行   49.0％ 

（8） 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

資本関係 当社が 51.0％を所有している連結子会社であります。 

人的関係 当社の取締役が当該会社の取締役及び監査役を兼務しており

ます。 

取引関係 当社は当該会社に、中国国内の投資環境等の情報提供を目的と

したコンサルティング業務を委託しております。 
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（9） 当該会社の最近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 23 年 12 月期 平成 24 年 12 月期 平成 25 年 12 月期 

純 資 産 4,948 千人民元 5,066 千人民元 5,224 千人民元

総 資 産 8,820 千人民元 5,736 千人民元 5,931 千人民元

1 株 当 た り 純 資 産 ― ― ―

売 上 高 1,741 千人民元 7,085 千人民元 7,409 千人民元

営 業 利 益 104 千人民元 425 千人民元 446 千人民元

経 常 利 益 104 千人民元 425 千人民元 445 千人民元

当 期 利 益 76 千人民元 117 千人民元 158 千人民元

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 ― ― ―

1 株 当 た り 配 当 金 ― ― ―

 

3． 株式譲渡の相手先の概要 

（1） 名 称 株式会社日本政策投資銀行 

（2） 所 在 地 東京都千代田区大手町 1 丁目 9 番 6号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 橋本徹 

（4） 事 業 内 容 金融保険業 

（5） 資 本 金 1,206,953 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 平成 20 年 10 月 1 日 

（7) 連 結 純 資 産 2,538,576 百万円（平成 25 年 3 月期） 

（8） 連 結 総 資 産 16,248,712 百万円（平成 25 年 3 月期） 

（9） 大株主及び持株比率 財務大臣 100％ 

(10） 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

資本関係 当該会社は当社株式を 2,777 千株（持株比率 2.31％）保有し

ております。 

人的関係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありませ

ん。 

取引関係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありませ

ん。 

関連当事

者への該

当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該

会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。 

 

4．日程 

（1） 取 締 役 会 決 議 平成 26 年 4 月 10 日 

（2） 株式譲渡契約締結 平成 26 年 4 月 10 日 

（3） 株 券 引 渡 日 平成 26 年 6月（予定） 

 

5．今後の見通し 

本件株式譲渡に伴う損失見込額 15 百万円を、平成 26 年 3 月期期末連結決算において特別損失に計上す

る見込であります。 

以 上 


